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様式第６号(第２条関係) 

委員会等の会議録 

 

 

１ 会議名 令和８年度第１回愛南町行政改革推進委員会 

２ 議題 

(１) 行政改革推進委員会の進め方について 

(２) 前年度提案の実施状況について 

(３) 今年度の行政改革・改善職員提案の内容について 

(４) 今年度の行政改革推進委員会提案の内容について 

(５) その他  

３ 開催日時 令和８年７月 29 日(水) 14 時 00 分から 16 時 30 分まで 

４ 開催場所 愛南町役場本庁３階 議員協議室 

５ 傍聴者数 ０人 

出席者 

６ 委員氏名 
増田 和恵(委員長)、稲田 博(副委員長)、内田 留美、 

德川 義孝、高川 文江、狩野 瑞穂 

７ 担当所属 

所属名 総務課 

担当職員 

(職・氏名) 

課長補佐 本多 大輔 

主査 上田 康太郎 

８ その他の

出席職員 

所属名  

出席職員 

(職・氏名) 
 

議事内容(次ページから) 
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発言者 発言内容 

増田委員長 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

増田委員長 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

全委員 

(開会挨拶) 

次に、次第の３の「事務局紹介」ですが、今年度から事務局の

担当者が変更になりましたので、自己紹介をよろしくお願いし

ます。 

 

(自己紹介) 

 

 

それでは議事に入ります。 

「(１) 行政改革推進委員会の進め方について」、事務局から

説明をお願いします。 

 

それでは、事前にお配りした資料の２ページを御覧ください。 

そちらに概要を載せています。３の委員会の業務ですが、委員

会の業務は、職員提案、委員提案として提出された提案の内容

について協議を行います。 

令和６年度の提案により、本委員会は提案にある手段を採択

する場ではなく、解決すべき事項の優先順位や関連づけを行う

ものとしています。 

スケジュールは、本日の第１回委員会では、職員提案委員提

案についての有効性、改善点などの御意見を頂きます。 

第２回委員会では、提案内容を実施する上での課題等の意見

を提案内容の担当課から提出していただき、これを参考に協議、

検討を行います。 

第３回委員会では、実施すべきとする提案を基に提言書案を

作成しますので、その内容について確認し、委員会として提言

するか否かを最終決定します。 

委員会は全３回を予定していますが、その後、町長に提言書

を提出し、理事者と管理職で構成する本部会議において、次年

度の実施方針や予算化について協議が行われるという流れにな

ります。 

なお報酬人報酬及び費用弁償につきましては、昨年度から変

更はありません。説明は以上です。 

 

ただ今の説明に質問等ありませんか。 

 

 (質問なし) 
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発言者 発言内容 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、次に「(２) 前年度の提案の実施状況について」、

事務局から説明をお願いします。 

 

それでは、資料の３ページを御覧ください。そちらに令和７

年度の職員提案の一覧と、同じく令和７年度の委員提案の一覧

を載せています。 

まず、職員提案のうち、提言審査対象外の説明は省かせてい

ただきまして、４番と６番の提案内容の実施状況について説明

させていただきます。 

４番の「開庁時間の短縮について」ですが、内部での検討中

という状況です。こちらは、職員からの提案の中で、開庁時間

の短縮を実施し、朝礼を含めた業務を勤務時間内に行えるよう

に提案された内容でした。これについて、役場としましては、

開庁時間の短縮を実施するには住民への十分な周知、理解が必

要になるため、直ちには行えないという理由で、現状において

も８時 30 分から 17 時 15 分までが勤務時間であり、開庁時間で

あるということに変わりありません。 

全国的にも開庁時間の短縮は行われています。将来的には、

愛南町でも実施される可能性はあるのですが、現在は引き続き

検討中ということで、直ちに行うという状況にはありません。 

続いて、６番目の「ふるさと納税を活用した高等教育に対す

る助成事業」についてですが、こちらについては既に実施済み

です。昨年度の 12 月と１月に、政策推進室が担当する戻りがつ

お奨励金と戻りがつお支援金という大学生等に対する補助を始

めました。奨学金の返済や教育ローンの返済などに充てられる

奨励金と、将来的に町に帰ってきていただける方に対する支援

金という２パターンを用意して実施しています。 

続きまして、委員提案に移ります。 

こちらも「提言しない」としたものの説明は省かせていただ

きまして、「提言する」とした６番の「休耕田、休耕地を増やさ

ない取組」についての説明をさせていただきます。 

この提案は、農業従事者の高齢化や死亡により休耕田や休耕

地が増えている、農家が集まり生産組織を立ち上げ、専門のオ

ペレーターを雇ったり、高額の農機具を共同購入することで、

個々の負担を減らせば新たな農業従事者も増えるのではないか

という内容で、改善策を提言していただきました。 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

全委員 

 

増田委員長 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これに対しまして、現状は「一部実施済み」ということです。 

担当課からは、「生産組織の立ち上げや農作業の共同化による地

域営農体制の構築は有効であり、町としてもこの方針を重視し

ています。解決すべき課題も多く存在することから、行政によ

る継続的な支援と調整を今後も行ってまいります。小規模な農

業モデルの導入や、農地中間管理機構との連携による農地集積・

集約化、農村型地域運営組織の形成による共同作業体制づくり、

若手・移住者への就農支援、高収益作物への転換支援やスマー

ト農業技術の導入促進など、多様な手法を組合せながら、持続

可能な地域農業の体制づくりを検討します」ということでした。 

このうち、スマート農業導入支援や高収益作物への支援などは

既に取り組んでいるということで、回答としては「一部実施済

み」となっています。それ以外については、現在も検討中とい

うことです。説明は以上です。 

 

ただ今の説明について、質問等ありませんか。 

 

(質問なし) 

 

続きまして「(３) 今年度の行政改革・改善職員提案の内容

について」ですが、提案が 11 件ありますので、一つずつ協議し

ます。最初に、提案番号１について事務局から説明してくださ

い。 

 

資料の５ページを御覧ください。皆様にはあらかじめ資料に

目を通して来ていただけたことと思いますので、説明は端的に

させていただきます。 

 (提案１「テレプレゼンスシステム「窓」の導入による窓口業

務の検討」について説明) 

【現状】 

・現方式では、支所ごとで繁閑差による非効率を感じる。 

・窓口対応力の限界がある。 

・人口減少に伴い、将来的に今と同じ窓口体制を維持すること

自体が困難となる。 

【改善すべき内容等】 

・プレゼンスシステム「窓」のようなシステムを活用すること

で、本庁の職員が支所に来庁している住民の手続や相談に対応
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狩野委員 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

増田委員長 

 

狩野委員 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

する仕組みの導入が可能となる。 

【改善による効果】 

・支所に来庁しても本庁と同等の専門対応が受けられる。 

・予約制の導入による待ち時間の減少が見込まれる。 

・窓口サービスの縮小ではなく、限られた資源の中でサービス

水準を維持向上させるためのものである。 

【提案する改善策等】 

・「窓」の運用をする前提で業務配置の見直しが必要になる。 

・ホームページや窓口から予約できる制度を導入する。 

・保健師との面談などの他業務も実施できる。 

 (インターネット上にある「窓」について、タブレットにより

照会) 

私自身も数年前にこの「窓」のプレゼンテーションを受けた

ことがありまして導入には１台 200 万円を超えるぐらいの価格

が必要だったと記憶しています。簡単には導入できない金額で

すけれど、例えばこれを置くことで支所の人員を削減できると

か、何かしらの費用対効果がないと導入は難しいと感じていま

す。 

 

それはどこが開発しているのですか。 

 

 今、タブレットで御紹介したものは「MUSUVI」という会社の

ホームページですが、「窓」を提供できる会社は複数あるようで

す。 

 

ただ今の説明について、質問等ありませんか。 

 

これは例えば、支所の職員が答えられないことを、本庁の職

員につないで代わりに説明してもらうということですか。 

 

支所の窓口で行う手続の多くは本庁に主管課がある業務でし

て、それらの手続を支所で受けているという形になりますが、

担当者でなければ専門的な内容には答えられないことがありま

す。そういったときには、支所から電話で本庁の担当者に連絡

して聞き取ったものを支所が窓口で対応していたり、必要があ

れば本庁に回ってくださいというような運用を図っているとこ

ろですので、もし「窓」ができれば、常時本庁の担当者とつなが



6 

発言者 発言内容 

 

 

 

狩野委員 

 

 

 

 

内田委員 

 

 

 

高川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

德川委員 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

德川委員 

 

 

 

 

ることができて、リアルタイムで受け答えができるようになる

という提案だと思います。 

 

人口は減っていきますし、職員もいずれ削減しなくてはいけ

なくなるので、こういうものの導入は有効だと思います。です

ので、急に導入は無理でも、長期的な目で検討して窓口の在り

方の準備をすることが必要です。 

 

以前に私の友人が支所に手続に行ったとき、「本庁に聞いてみ

ます」と言われて手続に 30 分から 40 分かかったと聞きました。

本庁の担当者と直接話せるのであれば、有効だと思います。 

 

いずれは支所に一人いればいいくらいのことになりますよ

ね。結局は、電話だと「こう言っています」とつなぎが必要だけ

れど、この「窓」システムだとその場で対応できるので、金額的

な問題だけではなかろうかと思うくらい、将来的には必要なも

のではないでしょうか。 

今のように支所にたくさん職員がいなくても、一人二人で済

むようになりますよね。単純に人数を削減できる話ではないの

かもしれませんけれど、今の高齢者はスマートフォンなどを使

っている人も多いので、それほど抵抗はないのではないかと思

います。ただ、気を付けることとしては、例えば通信障がいが

発生する場合も考えられるし、手続によっては本人確認書類な

どオンラインで確認することが良いのかどうかといったものも

ありますので、そういうことにも配慮はしていかないといけな

いと思いますが、是非導入していただきたいと思います。 

 

これは支所と本庁を結ぶということですよね。 

 

そうですね、提案者の意図はそうだと思います。 

 

 

例えば自宅と役場を結ぶような形で手続をするとか、そうい

った便利なものとして使えるものかもしれませんし、いろいろ

な組合せなど、運用を考えていただければいいのかなと思いま

す。 
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発言者 発言内容 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ほかに御意見がなければ、次の提案番号２について事務局か

ら説明してください。 

 

 (提案２「人口減少と財政状況を踏まえた公民館の在り方の検

討」について説明) 

【現状】 

・令和８年度当初予算要求において、前年度の一般財源から一

律５％削減する方針が示されたが、施設管理費の削減が公民館

では難しく、講座や地域事業などの事業費を削減して対応する

ケースが多くなっている。 

・事業削減が続くと地域活動の低下につながるおそれがあり、

限られた財源で役割をどのように維持していくか見直しを検討

する時期に来ていると思う。 

【改善すべき内容等】 

・事業削減が続くと、各種学習機関や交流機会の減少につなが

り、地域活力の低下が懸念される。 

・運営方法を含めた公民館の在り方を検討する必要がある。 

【改善による効果】 

・公民館の配置や運営方法を検討することで、限られた財源の

中でも地域サービスを維持しながら効率的な施設運営を図るこ

とができる。 

・公民館が学習や交流の拠点としての役割を維持しつつ、地域

主体の活動の促進にもつながる。 

・将来的な公共施設の適正配置や持続可能な施設運営にもつな

がる。 

【提案する改善策等】 

・公民館の在り方の検討／教育委員会職員や公民館職員で庁内

検討を行う。現状分析や課題整理を行い、段階的に検討を進め

る。 

・公民館配置の見直し／町内人口約１万 8,000 人に対して 20館

の公民館が設置されている現状について、現状の配置が適切か

を検討する。 

・分館化による運営方法の見直し／利用状況に応じて公民館を

分館化し、地域住民、分館主事等による事業運営を主体とする

体制を検討する。職員は施設管理や支援業務を中心に複数施設

を管理することで効率的な運営を図る。 

・集会所への移行の検討／公民館を集会所へ移行することも検
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

狩野委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

討すべきである。 

・地域との協議／町の財政状況や人口減少の現状を住民に情報

共有し、地域の理解を得ながら段階的に進めるべきである。 

適正な公民館の在り方については、令和５年度に実施した組

織・機構改革検討会議において公民館の再編とコミュニティー

センター化することが議題として上がり、「住民ニーズを把握し

た上で教育委員会において再編を検討する」といった答申が出

されています。 

 

この提案については住民にも影響がある案件ですが、ただ今

の説明について質問等はありませんか。 

 

最初は予算削減のことを述べていますが、結論としては公民

館の適正配置のことだと思います。先ほど 20 館と言いました

が、これはあくまで正規の公民館が 20 館で、分館が 16 館あり

ますので、全部で 36 館となります。ただ、その分館には常に人

がいるわけではなく、地域の住民の方が分館主事になって運営

してくれている所もあります。 

 

分館でも施設のいろいろな経費がかかるということですよ

ね。 

 

そうです。分館自体がコミュニティーセンターや集会所と一

緒になっている所はありますが、維持管理費は町が負担してい

ます。 

 

一本松地区では、例えばお正月向けの生け花教室とか習字ク

ラブがあったり、絵手紙クラブがあったりと、活動はすごく活

発で、そこにいらっしゃる職員の方もうまく動いてくださって、

地域の人たちを集めていろいろな活動をさせていただいている

ので、そういうところしか見えていなかったものですから、分

館とか活動の縮小とかに実感がありませんでした。ただ、先ほ

どの提案と同じで、人口がどんどん減っていけば分館とか、今

正常に機能している公民館もやがては縮小していかないといけ

ないということも分かりますので、そのときの基準が必要だと

思います。地域住民がしっかりと納得するような、うちの分館

はなぜ集会所になるのかとか、うちの公民館はなぜ廃止になる
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発言者 発言内容 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高川委員 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

高川委員 

 

 

 

のかという基準をきちんと出していただく必要があるかなあと

思います。 

 

基準の話が出ましたが、実は公民館の設置についての明確な

基準は町にはないということです。感覚的には校区に１館ある

というようなイメージを私は持っていたのですけれど、必ずし

もそれが基準ではなくて、文科省が示している基準によります

と「人口密度、地形、交通条件、日常生活圏、社会教育関係団体

の活動状況等を勘案して、自治体で決める」ということになっ

ています。そういった条件をまとめると大体学校区と重なって

いるということで、現在の配置になっているのだと思われます。

ただ、今は学校の統廃合が進んで校区が広がっていますが、公

民館はかつての校区のままの区域に残っています。校区が基準

ではありませんので、それがいけないわけではありません。し

かし、狩野委員がおっしゃったように、人口減少に伴い職員数

もどんどん減っていって、合併当初は１館に一人主事がいる状

況でしたが、今は複数館兼務が多くなりました。単独の館を任

されている主事は城辺公民館や平城公民館など大きな所だけ

で、兼務の形にならざるを得ないようになってきていますので、

それで館の活動が十分できないのであれば、再編も考えるべき

であるというような内容の提案だと思います。 

 

質問ですが、例えば内海だと内海公民館１館で、家串とかは

集会場みたいになっているのですか。 

 

家串は公民館のままです。ただ、公民館主事が常駐していな

いだけで、通常は主事が内海公民館で勤務していて、事業があ

るときや決まった曜日に家串に出向くという形をとっていると

思います。公民館で住民票や印鑑証明が発行できますので、そ

ういう窓口業務もある関係で事業がない限り全く行かないとい

うことはないようですが、合併初期のように毎日必ず主事がい

るということはありません。 

 

高齢者になって車に乗って出かけられなくても皆で集まりた

いと思ったときに、分館でも必要だろうと思いますが、経費を

考えると大変ですよね。冷蔵庫なども使っていなくてもずっと

電源を入れていないといけませんので、様々な経費を考えると
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発言者 発言内容 

 

 

狩野委員 

 

 

 

内田委員 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大変だろうなと思います。 

 

高齢者になると公民館まで出向くことが大変ですが、廃館に

なると最寄りの公民館が遠くなってしまって更に行けなくなり

ます。 

 

私が住んでいる地域は人口の少なかった所ですが、公民館で

は料理教室や卓球スポーツをしたり、いろいろしています。そ

して、話合いの場所ですよね。皆で話し合ったり、そういう関

係を保つためにもあった方がいいですよね。 

 

学校がなくなるときも地域が寂れるとすごく思われたのです

けれど、公民館も一緒です。なくなると寂しくなります。 

ほかに御意見がなければ、次の提案番号３について説明して

ください。 

 

(提案３「業務を集約して支援する拠点の設置による障がい者

雇用の体制強化と地域就労の循環促進」について説明) 

【現状】 

・職員が本来業務の傍らで手探りでの指導、見守りを行ってい

るため、障がいの特性に合わせた配慮や、長期的な支援にまで

至っていない。 

・指導職員、障がい者双方に多大な負担が生じている。 

・町内の事業所における障がい者の就労も進んでいない。 

・人材を次の就労場所へ送り出す仕組みがないため、雇用額が

固定され、今後地域全体の障がい者雇用が停滞する懸念がある。 

【改善すべき内容等】 

・職員の本来業務の圧迫を解消する必要がある。 

・不適切な言動からの虐待やパワハラの発生リスクを解消する

必要がある。 

・新たな雇用機会を創出する必要がある。 

・分散配置するのではなく一元管理し、専任指導員を配置して

請け負う体制へと転換する。 

【改善による効果】 

・本来業務に集中できる。 

・虐待、パワハラ等の法的リスクを回避できる。 

・専門部署で育成し、数年で地域の就労に送り出す循環型とす



11 

発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

狩野委員 

 

 

稲田副委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

高川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狩野委員 

ることで、雇用率を安定的に維持できる。 

・専任指導員が個々の特性を見極めた上で、町内事業所等につ

なぐことにより、これまで不足していた町内でのマッチングを

行うことができる。 

・町内の障がい者にとってのキャリアアップの目標となり、障

がい者の自立と町内事業者の労働力確保が実現する。 

【提案する改善策等】 

・障がい者の就労支援の経験者を専任指導員(会計年度任用職

員)として採用する。 

・指導員が本人の特性に合わせ指導管理を実施する。 

 

この提案について、専任指導員の採用は役場内部で検討する

案件ですが、ただ今の説明について質問等はありませんか。 

 

 必要だと思います。指導ができる方を採用して、どちらにと

ってプラスになるようにしたらいいと思います。 

 

今は各課に振り分けて、どのような仕事をされているのです

か。 

 

一見して障がい者雇用だと分からない方もいらっしゃいます

ので、それぞれの方がどのような仕事をしているのか分かりま

せん。障がいの情報は職員に共有されないので、誰が障がい者

雇用で、どのような仕事をされているのか、具体的には私も存

じ上げません。 

 

その辺の配慮は、する必要があるのかなと思います。情報の

共有はすごく大事で、どういう障がいなのかを専門的に勉強し

ている専任指導員がついて、人材を有効活用していく時代だと

思います。 

私は教員でしたけれど、全てが分かっているわけではなくて、

専門的に勉強した人が「こういうふうにしましょう」と支援す

るだけで完璧に仕事をこなされるという例も聞きますので、専

任の指導者を雇って、しっかりと人材活用していくことも大事

だと思います。 

 

どうして支援の必要な方の情報は共有できないのでしょう
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発言者 発言内容 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狩野委員 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

狩野委員 

 

 

 

 

 

 

か。共に働く職場にいる方々もある程度分かっていないと、お

互いに助け合いはできないです。 

 

配属された所属の所属長は確実に情報を共有されていると思

いますが、その所属の全職員が共有しているかというと、され

ていないのではないかと思います。その方に関わって指導した

り教育したりする役割になった職員は所属長から情報共有がさ

れていると思いますが、かつて総務課にも障がい者雇用の方が

いましたが、私は詳細な障がいの情報は知りませんでした。 

どういう状況の障がいなのか、どこまでのことができるのかと

いうことが分からなかったら仕事を頼めないとは思うのです

が、その方は初めから業務ができているように見えたので、障

がいがあるということにも気付きませんでした。障がいの情報

共有は必要最小限に留められているという現状です。それが良

いのか悪いのかという問題はありますが、考え方として、情報

共有を必要最小限に留めることが本人への配慮と捉えているの

かもしれません。 

 

障がいのある方ばかりを集めて指導するというのは、いかが

かなという感じがします。専任支援員の方は一人ではいけない

ということですよね。 

 

現状は専任指導員がいませんので、配属先に任せている状況

ということになると思います。配属先職員も障がいに詳しくは

ないので、意思疎通がよくとれていないなど様々な弊害が出て、

お互いに負担感を感じるようであれば、結局本人の離職につな

がってしまいます。提案は、専門的に支援できる人が対象者全

員をみるということで、１か所の所属に集めるということでは

ありません。 

 

専任指導員が皆とつながっていて、職場と雇われた方とをつ

ないでくれたり、お互いの負担感を解消できる可能性があると

いうことですね。職員の方にも研修をして理解を深め、お互い

に分かり合うことで助け合う方が良いと思います。どこまで情

報共有できるか分かりませんが、黙っていることはかえって差

別的な気もします。 
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発言者 発言内容 

増田委員長 

 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

稲田副委員長 

 

相手のことを分かっていた方が支援できると思います。知ら

なかったら「何でこのくらいできないの」と感じたり、お互い

に反感が生じるのではないでしょうか。 

 ほかに御意見がなければ、次の提案番号４について説明して

ください。 

 

(提案４「人事異動に伴う事務引継ぎ」について説明) 

【現状】 

・現行の様式では詳細な事業内容を網羅しきれないため、具体

的な業務手順については、各職員が任意様式で資料を作成し、

補足しているのが実情である。 

【改善すべき内容等】 

・任意様式であるため、担当者によって情報の密度に差がある。 

・資料が不十分な場合、口頭中心の引継ぎとなり、年間スケジ

ュールや経緯、留意事項等の伝達漏れの発生、後任者の業務の

全体把握の遅れを招く。 

【改善による効果】 

・所管事務単位で最低限記載すべき項目を定義した補足資料の

参考様式を導入・配布することにより、後任者が早期に業務の

全体像を把握できる。 

・伝達漏れや着手の遅れ等によるトラブルを未然に防止でき

る。 

【提案する改善策等】 

・事業の内容や年間の工程、留意事項などを必須項目として書

く。 

事務の引継ぎはどこまで引継ぎ書に記載するのかのルールが

ないため、人によってその完成度が様々です。引継書に記載す

べき最低限の事項を統一しておくことは必要ですが、これと併

せて、文書の管理の徹底、業務マニュアルの整備などを普段か

ら行うことで、異動時の限られた時間内での引継書の作成に十

分対応できるよう準備しておくことも必要です。 

 

事務の引継ぎの方法という役場内部での検討を要する案件で

すけれど、ただ今の説明について質問等はありませんか。 

 

 銀行では所定の引継書が決められていますが、役場はそれが

ないのですね。 
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発言者 発言内容 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高川委員 

 

 

 

稲田副委員長 

 

 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 正直申しますと、引継書の作成は人それぞれで、決まってい

る様式は引継書の頭につける様式１枚だけです。そこには懸案

事項なども書くようにはなっていますが、そこだけでは書きき

れませんので、別紙を付ける職員がほとんどだと思います。そ

の別紙の方が大事なのですが、やはりきちっとしている人は後

任に支障がないように詳細に作成してくれます。その引継書が

次の引継ぎにも使えたりするのですが、事務の内容に変化が生

じることがありますし、役場の場合、自分の業務が後任者に全

て引き継がれるとも限りません。例えば私が異動するので後任

者に引き継ぐというときに、私が持っていた仕事をそのまま引

き継ぐと後任者の負担になりますので、係内の他職員に分散す

ることがあります。そうすると、自分が引き継いだ引継書がそ

のまま次の後任者には使えませんので、新たに引継書を作成す

ることになります。 

 きちっと作成された引継書があれば、それをブラッシュアッ

プしながら代々引き継いでいけば良いと思いますが、必要最小

限しか記載しない職員もいますので、引継書に記載する内容を

定めて、誰が作成しても後任者が困らないようにしようという

提案だと思います。 

 

 引継書がないことに驚きました。住民対応もある仕事ですし、

すごく大切なことのような気がします。手探りで仕事をされて

いるのかと思うだけで、どきどきします。 

 

同じ庁舎に前任者がいるからすぐに聞けるという環境も影響

しているかもしれませんね。銀行の場合、前任者とは遠距離に

なるので、頻繁には連絡が取れないことが普通です。 

 

 ほかに御意見はありませんか。なければ、次の提案番号５に

ついて説明してください。 

 

 (提案５「リモートワーク及びスマホでの共有化」について説

明) 

【現状】 

・担当職員にしか業務内容が分からず、出張や遠出、休みの際

に業務が滞ってしまうことがある。 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

高川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

・仕事そのものは可能だが、家族の対応や環境により休みをと

らなければならない状態の場合に業務が滞る。 

【改善すべき内容等】 

・担当職員しかできない業務が存在している。 

・業務を課内で全て共有するには困難がある。 

【改善による効果】 

・家や旅行先などで業務を進めることが可能となる。 

・スマホでのメール共有化により、出先での情報共有をするこ

とができるようになる。 

【提案する改善策等】 

なし 

 

この提案についても役場内部で検討する案件ですが、ただ今

の説明について質問等はありませんか。 

 

質問ではありませんが、意見を言っていいですか。これは絶

対駄目だと思います。コロナがはやったときのようなリモート

ワークは当然導入されるべきだと思いますが、休みを取るとき

にその人しか分からないからといって仕事するなどは絶対して

はいけないと思います。今の時代には良くないことではないで

すかね。 

実は私は個人の携帯と職場の携帯を持っていて、インスタグ

ラムもホームページもアップしています。このように仕事して

いる私が言うのもおかしいですけれど、その人がいなくてもほ

かの人が業務内容を引き継いで仕事ができるべきだと思います

し、そういうふうなシステムを作るべきです。 

この提案は仕事に熱心な人が書かれたのだろうと思います

が、今の時代、その人にしかできない業務というものが存在し

たら駄目なのではないですかね。 

 

確かにそうですね。ただ、属人化ではありませんが、私と上

田主査の二人で言いましても、同じことをお互いができるかと

いったら無理なのです。それぞれ業務の担当という考え方が役

場にはあって、主担当者の副査として私が就いているというこ

とはあるのですが、主ではないのでその仕事の知識が主担当者

ほどありません。その業務に対しては、主担当者が不在のとき

に住民の方に迷惑がかからないように受付をすることなどはで
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狩野委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高川委員 

 

きても、処理まではさすがにできないという状況です。 

そういったことを解消するために複数担当者制度を導入して

いる自治体もありまして、同じ業務を複数の職員がするという

ものです。一方に何かあっても他方が処理できるという形を導

入するわけですが、それは人的にも財政的にも体力のある所で

ないとできない話でして、愛南町のような規模では難しいかも

しれません。 

ただし、一番は町民の方に支障が出るようなことがあっては

いけないので、ほかの職員が手続できるようにするということ

は共有しています。高川委員におっしゃっていただいたように、

この提案者は責任感から外でもできるようにしてもらえたら、

家からでも旅行先からでも少し確認しますよというような意味

で提案したのだと思いますが、私もそれは休みにならないので、

そういうことをする必要はないと思います。ただ、以前はコロ

ナなどの感染症に感染したら体は元気でも解熱から５日間出勤

できませんでした。そういうときに、もし家から作業できる端

末があれば、少しでも仕事を進めることで自分自身も復帰した

ときの負担が減るし、周りへの配慮も気にしなくてよくなると

いった限られた場合には活用できると思います。また、出産直

後でフルでは復帰できないけれど、家で子供をみながら仕事を

するという方法でもよければ職場とつながる端末を使って仕事

をするということも世の中ではしているようです。 

 

コロナの時は会社に行かなくてもいいから地方に拠点を移し

て、そこで仕事をしてたまに都会に帰るといったスタイルをと

った方もたくさんいらっしゃいましたよね。それを考えると、

このリモートで仕事ができるというシステムを構築すること

は、働き方改革の一部にもなって良いのではないかと私は考え

ました。 

提案に旅行先が入っているので、休みの間にやろうとしてい

るということも含まれていますが、例えば子育てで子供が熱を

出したので自宅でみているだけでいいけれど、少しでも仕事を

進めたいとか、そういうことを言っているのかなあと感じまし

た。 

 

この提案の中ではリモートワークを掲げておきながら仕事と

してするものと休暇の間にすることとが含まれていますので混
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

稲田副委員長 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

稲田副委員長 

 

乱してしまいますが、当然リモートワークは基本的に仕事です

から、育児や介護の場合にするものも出勤と等々の扱いになら

ないとおかしいですよね。 

 

行革コメントの欄に「勤退管理が難しい」と記載しています

が、職員がリモートワークをした場合に、例えば何かの完成を

目的とした仕事なら完成品を提出すれば仕事していたことにな

るかもしれませんが、役場ではそういう仕事がなくて、私たち

が役場に出勤して７時間 45 分働いているのと同じだけ自宅で

仕事しているかを確認することが難しいという意味です。もう

性善説任せになるかもしれませんので、そこまでして導入に踏

み切るのかということがまずありますが、実は今年度リモート

ワークの導入のために動いています。正に介護や育児の面での

リモートですので、「明日は家から仕事します」というようなも

のまで認めるのではなくて、事情がある職員が家から働けると

いうシステムを整えようとしています。 

ただ、役場の仕事でリモートが可能なものはあまりありませ

ん。窓口対応が必要な事務はまず無理ですし、個人情報は持ち

出せないし、個人情報でなくても庁舎外への書類の持ち出しを

禁じています。ですので、リモートワークでは書類を何も持た

ずに家でやることになりますが、今整えようとしているシステ

ムは、役場で立ち上げた個人端末にリモート専用端末で自宅か

らアクセスして、専用の回線でセキュリティーを担保して役場

の端末を操作するという形です。ただし、基幹系システムにあ

る介護、福祉、障がいの分野や税の分野といった個人情報には

アクセスできませんので、それらを見ずに家から何ができるの

かを考えると、例えば今日の会議の会議録を作るというくらい

しか想像できません。自治体にリモートワークを適用させるの

はなかなか難しいと思います。 

 

 係でジョブローテーションはしていますか。 

 

 していないと思います。 

 

 

同じ課内で皆が順番に業務を変えていけば、数年後は全ての

係の業務が頭に入るというふうになるとは思うのですが。 
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発言者 発言内容 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係の異動は所属長の権限で許される部分とできない部分があ

りまして、係長級以上の役職が付いている職員はその係から外

せません。例えば私は行政係ですけれど、途中で地域情報係に

なるということはできないのです。私には行政係として任命が

が下りていますので、所属長でも変更はできません。ただ、係

長より下の主査や主事であれば、所属長判断で係を変えること

は可能です。 

一番は町民の方に迷惑がかからないようにすることですの

で、少なくとも窓口対応は担当者がいなくてもできるように、

今日担当者がいないから明日来てくださいということがないよ

うにするようにしています。 

 

 ほかに御意見がなければ、次の提案番号６について説明して

ください。 

 

(提案６「産前産後休暇、育児休業取得の際の欠員問題」につ

いて説明)  

【現状】 

・職員が産前産後休業、育児休業に入る場合、新たな会計年度

任用職員の採用、欠員のまま所属内での事務分担、他部署から

の一時的な応援措置などの対応がとられる。 

・これにより、業務が特定の職員に集中し、所属内の職員への

負担が増大する。 

【改善すべき内容等】 

・所属職員の事務負担が増大し、業務の質の低下や時間外勤務

の増加につながる。 

・事務引継ぎに対する不安や心理的負担が大きく、安心して休

館休業とりづらい要員となっている。 

・特に男性職員の育児休業取得においては人員補充又は人員代

替が難しいケースが見られる。 

【改善による効果】 

・休業取得者が安心して産前産後休業、育児休業を取得できる

ようになる。 

・業務の引継ぎが円滑となり、業務の質の維持が期待できるほ

か、時間外勤務の抑制にもつながる。 

【提案する改善策等】 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

 

 

狩野委員 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

稲田副委員長 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

稲田副委員長 

 

・産前産後休業又は育児休業に入る予定がある場合は早期に面

談を行い、休業時期や業務内容を共有すること。 

・休業開始前に一定の引継ぎ期間２か月程度を確保し、同時に

勤務できる体制を整える。 

・比較的繁忙度の低い職員の応援配置を活用する。 

・特定の職員に業務負担が集中しないよう調整する。 

育休等の休業者が出ると、特に少人数の部署や専門職では影

響が大きく、担当者しか知らない業務が多い場合は業務の形態

が発生し、住民サービスに影響が生じやすくなります。また、

休業者の業務を他職員が分担するため、超過勤務の増加、モチ

ベーションの低下、休暇の取得困難などが生じる可能性があり、

制度上は取得しやすくなっていても周囲への配慮から安心して

休業できないといった問題があります。 

 

これについても役場内部で検討する案件ですが、女性の委員

もいらっしゃいますので、産休、育休に関するただ今の説明に

ついて質問等はありませんか。 

事務のマニュアルなどがきちっとあれば良いと思いますが。 

 

よく仕事をする人の方がより取りにくいように感じますね。 

 

教員の場合は授業の関係があるので早めに報告すると聞いた

ことがあるのですが、役場は本人がタイミングを決めていると

思います。母子手帳を交付してもらったら必然的に分かること

ではあるので、そういう時期まで言わないような気がします。

流産を恐れて安定期まで黙っている人もいると思います。 

 

業務マニュアルを整備して、そのマニュアルを業務内容の変

化に適宜対応して更新して、常に最新のものにしておけば、担

当者が産休になってもそれを見れば分かるようになると思うの

ですけれど。 

 

言い訳になりますが、日々の業務に忙殺されてそういうマニ

ュアルを作る余裕がないという所属もあると思います。 

 

 そういうものを専門で作る部署はありませんか。法務課など

はあるのですか。作成したものが法的に正しいかどうかを顧問
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発言者 発言内容 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

稲田副委員長 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

稲田副委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

弁護士と相談するような感じですか。 

 

 専門の部署はありません。また、条例や規則を作るに当たっ

て顧問と話すことはありません。私たちがやっている事務自体

が法律や条例、規則に則ったものですので、これが適法かどう

かという確認はそもそも必要がないと思います。 

例えば介護の分野でしたら介護保険法がまずあって、介護保

険法を受けて町の介護保険条例があって、そこにできること、

できないことなどが書いてありますが、常に法律を見ながら事

務をするというわけではなく、もっと頭に入りやすい概要版な

どを基に事務を行っている感じで、それが引継書には生かされ

ています。 

 

ＡＩを使って内容を要約するなどはありますか。 

 

 生成ＡＩはあまり使っていないと思います。今やっと業務で

も使えるようになってきていますが、実はいろいろと問題があ

りまして、一番のネックはネットワーク回線です。愛南町はよ

そに漏れてはいけない個人情報などがあるので、インターネッ

ト環境につなげるときは仮想インターネットという基幹系とは

分離した環境から外部につながるようにしているのですが、こ

の通信がとても重くて、チャットＧＰＴなどの無料版をインタ

ーネット回線で使おうと思っても速度の問題で一度に多くの接

続ができません。 

 

それは相当きついですね。うちの支店のパソコンは、もうネ

ット回線につながっていません。 

 

ネット専用の端末でもあればそれを使って無料版を利用でき

るのですが、多くの職員は自分のスマートフォンで生成ＡＩを

利用していると思います。 

今年度、ＬＧＷＡＮ環境という官公庁しかつながらないネッ

トワーク回線があるのですが、ＬＧＷＡＮ環境からチャットＧ

ＰＴやＧｅｍｉｎｉを利用できるツールを導入する予定でし

て、導入後は職員が自分の端末から利用できるようになるので、

生成ＡＩの活用が進むと思います。 
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発言者 発言内容 

稲田副委員長 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

高川委員 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やはり楽ですから、是非使うべきだと思います。 

 

そうですね。生成ＡＩについては県と市町で構成するＤＸ推

進協議会があるのですが、そこから専門官を無償で利用できる

方法がありまして、その方から生成ＡＩのことなどを教えても

らいました。管理職は専用タブレットを１台ずつ持っていまし

て、キャリア回線でネットを利用できますので自分のタブレッ

トを利用して生成ＡＩを活用する講習を専門官から受けていま

す。 

 

ＡＩは使わないと仕事にならなくなっています。一般の会社

などは使うことが当たり前になっていますよね。 

 

今年度からＤＸ推進室という部署ができて、そこが町のデジ

タルの活用を牽引していくことになりますので、いろいろと取

組んでいくと思います。 

この後の提案でもＤＸのことがありますので、そこでお話し

させていただきます。 

 

 ほかに質問がなければ、次の提案番号７について説明してく

ださい。 

 

 (提案７「リフレッシュ小休止制度の導入」について説明) 

【現状】 

・勤務時間内の休憩は制度として整理されていないため、職員

間で受け止め方に差が生じている可能性がある。 

・小休止の在り方を整理し、誰もが気兼ねなく短時間リフレッ

シュできる環境を整えることは、一定の意義がある。 

【改善すべき内容等】 

・小休止が慣例運用であり明文化されていない。 

・喫煙者と非喫煙者の間で実質的な取得機会に差がある。 

・午後の集中力低下による事務ミスの潜在的リスク 

・所属や個人ごとの運用にばらつきがある。 

【改善による効果】 

・短時間休憩による集中力の回復 

・ヒューマンエラーの抑制 

・休憩をとることへの心理的な安心感の向上 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

狩野委員 

 

 

 

高川委員 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

高川委員 

 

 

 

 

 

(事務局)本多課

・職員間の公平性の確保 

【提案する改善策等】 

・軽い体操、散歩、瞑想、喫煙などのリフレッシュ行為のため

の小休止制度の導入 

業務中の小休止は業務効率や集中力の向上が図られる一方

で、職員が勤務時間中に休憩している姿を見た住民から怠慢だ

と誤解されるおそれや窓口業務など小休止を取りにくい職員も

いることから、公平性の確保が難しいといった問題点がありま

す。 

現在、役場で休憩としてはっきりしているのは、10 時と 15 時

の喫煙タイムがあります。その時間しか喫煙者はたばこを吸え

ないという運用をしています。ただ、たばこを吸わない人は喫

煙タイムを休憩タイムとして休むという運用ではありませんの

で、たばこを吸うか吸わないかで休める休めないに分かれてい

ることに違和感を感じて、制度として知らしめてはどうかとい

う提案だと思います。 

 

この提案についても役場内部で検討する案件ですが、ただ今

の説明について何か質問等ありませんか。 

 

休憩は必要です。私はこの炎天下に外で作業をした時に、日

陰で休憩をして水を飲んだ後には元気が出ました。休憩がいか

に大事かというのを本当に痛感しました。 

 

住民の目に触れない場所というか、食堂以外にリフレッシュ

する場所は庁舎にありますか。 

 

男女それぞれの更衣室に和室の休憩スペースがあります。 

 

 

この会議室は景色も良くてすごく気持ちいいです。リフレッ

シュに使っていい部屋があればそこで簡単な体操もできるだろ

うし、気分も変わるだろうと思うのですけれど、職員が窓口の

近くに座って「私、今休憩です」とするのは困難だと思います

ので、場所があるのかなと思ってお聞きしました。 

 

休憩用に利用できる部屋はありません。この会議室も、今日
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発言者 発言内容 

長補佐 

 

 

狩野委員 

 

 

高川委員 

 

 

増田委員長 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はほかの会議室が取れなかったのでお借りしたのですが、ここ

は議員協議会室なので本来議員さんしか使えません。 

 

 部屋でなくても、空いたスペースなど工夫をすればできると

思います。 

 

愛南町のために一生懸命働いてくださっている職員の方にリ

フレッシュタイムを取ってほしいです。 

 

 一斉に休憩に入るのは難しいと思いますので、時間を分ける

などをして休憩してもらったら良いと思います。 

 ほかに御意見がなければ、次の提案番号８について説明して

ください。 

 

 (提案８「投票所の適正配置と移動期日前投票所の導入による

選挙事務効率化」について説明) 

【現状】 

・人口減少や高齢化の進行により有権者数は減少している一方

で、投票所の設置数や運営体制は従来の体制のまま維持されて

いる。 

・長時間開場しているにもかかわらず投票者数が極めて少ない

投票所も存在しており、投票所の設置規模に対して利用状況が

見合っていないケースも見受けられる。 

【改善すべき内容等】 

・投票者数が数十人又は数人程度にとどまるケースがある。 

・投票者数が少ない投票所であっても、一定規模の体制が必要

となるため、職員負担が大きい。 

・過去の行政区画を前提とした投票所配置が現在の人口分布や

利用状況と必ずしも一致していない可能性がある。 

【改善による効果】 

・職員配置の効率化を図ることができる。 

・人件費、施設使用料、資機材準備等の経費削減につながる。 

・職員の負担軽減が期待できる。 

・移動期日前投票所の導入を併せて検討することで、投票所ま

での移動が困難な高齢者等の投票機会を確保することもでき

る。 

【提案する改善策等】 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

德川委員 

 

 

 

 

高川委員、狩野

委員、内田委員 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

・投票所利用状況を分析する。 

・人口減少に対応した投票所の適正配置を図る。 

・移動期日前投票所の導入を検討する。 

・総務省においても、車両等を活用して巡回する移動期日前投

票所の取組が全国で実施されており、投票機会の確保に有効な

手法とされている。 

投票所の集約は、経費の削減、選挙事務従事者の容易な確保

などのメリットがある一方で、投票の経緯を軽視しているとい

った意見や、自家用車などの移動手段を持たない住民の反発が

予想され、集約後の投票率の低下も懸念されますが、特に国政

選挙においては、それ以外の選挙に比べて配置する職員数が多

くなるため、既に人員の確保が困難となっています。 

 

この提案について、投票所の減少は住民にも影響がある案件

ですが、質問等はありませんか。 

 

場所によっては朝から晩まで数人しか来ない投票所もあるよ

うですが、なくしてしまうと問題があると思いますので、実際

の状況の分析と併せて移動期日前投票所を検討すると良いと思

います。 

 

私も賛成です。 

 

 

ほかに御意見がなければ、次の提案番号９について説明して

ください。 

 

 (提案９「統計調査員確保における連携体制」について説明) 

【現状】 

・統計調査員の確保が年々困難になっている。 

・現在は本庁担当課が個別に電話や訪問で依頼している状況

で、顔を知らない方への依頼も多い。 

【改善すべき内容等】 

・本町は行政区域が広く、地域ごとの実情把握に限界がある。 

・調査員を確保できなかった地域では町職員が対応することに

なっているため、負担が大きい。 

・顔や年齢が分からない状態で依頼すると、調査員業務が難し
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

内田委員 

 

 

高川委員 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

狩野委員 

 

い方を任命してしまう可能性もある。 

【改善による効果】 

・調査員確保の効率化・安定化 

・担当課職員及び支所職員の負担軽減 

・地域に精通した人材確保の実現 

・統計調査業務を滞りなく実施できる可能性の向上 

・職員による代替対応の抑制 

【提案する改善策等】 

・支所ごとに一定の調査員確保への協力を依頼する。 

・支所職員が地域の実情を踏まえ、候補者へ声掛けをする。 

統計調査員の業務は若年層や現役世代は仕事の両立が難し

く、高齢者の調査員が多くなりがちであり、人口規模が小さい

愛南町では毎回同じ人に依頼せざるを得ないといった状況にあ

ります。 

また、訪問型調査の在り方についても問題がありまして、不

審者対策意識から訪問を警戒される、個人情報の提供を嫌がら

れるなどの理由からも調査員の成り手不足につながっていると

思われます。 

 

この提案については役場内部で検討する案件ですが、ただ今

の説明について質問等ありませんか。 

 

質問ではありませんが、やはり調査するときは地域の住民に

よく知られている人がいいと思います。 

 

内田委員のような方が調査員になるのが適任で、例えば内田

委員のエリアに私が調査員として行ったときは「あなた誰」に

なりますよね。 

 

調査員の詳細な実情が分かりませんが、手を挙げてくれた人

を任命するしかない状況を、支所であればその区域に顔が知ら

れた調査ができる方を知っている可能性があるから支所にも担

ってもらえないだろうかというような、実務的な内容の提案だ

と思います。 

 

民生委員をされている方は地域の人に知られていますから、

良いと思います。 
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発言者 発言内容 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ほかに質問がなければ、次の提案番号 10 について説明してく

ださい。 

 

 (提案 10「ＡＩ活用を前提とした人材育成の推進について、Ａ

Ｉ時代における職員スキル格差の解消と業務効率化」について

説明) 

【現状】 

・近年、ＡＩ技術が急速に発展しており、文書作成、要約、情報

整理などの分野において、行政事務への活用が現実的なものと

なっている。 

・限られた人員で行政サービス水準を維持するため、ＡＩを業

務に活用することは不可欠である。 

・ＡＩやＩＣＴを業務で活用できる職員と、操作や活用に不安

を感じる職員との間にスキル差が生じており、同一業務であっ

ても処理時間や成果に大きな差が生じることが懸念される。 

・人材育成の観点から組織的に対応する必要性が高まってい

る。 

【改善すべき内容等】 

・ＡＩ活用が個人任せになっており、組織としての活用方針が

明確でない。 

・ＡＩを使える職員に業務や相談が集中し、属人化が進むおそ

れがある。 

・ＡＩを使えない職員が業務上不利になり、新たなスキル格差

が生じる可能性がある。 

・人材育成の中で、ＡＩ活用が体系的に位置づけられていない。 

【改善による効果】 

・業務処理時間の差の縮小 

・業務集中や属人化の防止 

・業務効率と行政サービス水準の維持 

・ＡＩ活用の組織全体への定着 

【提案する改善策等】 

・ＡＩ活用を人材育成の正式項目として位置づける。 

・日常業務で活用できる範囲に限定して研修内容を整理する。 

・ＡＩ活用スキルを段階的に整備する。 

・ＡＩを活用した業務遂行を正式に認める。 

・ＡＩを使えない職員を置き去りにしない育成設計 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

 

高川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

德川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高川委員 

 

生成ＡＩは、今後人口減少に伴い職員数も減少すると見込ま

れる中で、質の高い行政サービスの提供を維持する上でも必要

となるツールです。人手不足の解消だけでなく、大量の資料や

法令を整理した自治体の事例や比較分析を含めた政策立案の作

成にも効率的に活用できます。 

ただし、生成ＡＩには誤回答を使用してしまうリスクや職員

の能力低下への懸念などのデメリットがあり、これらを払拭で

きるよう運用のルールが必要だと思います。 

 

この提案についても役場内部で検討する案件ですが、近年は

あらゆる場面でＡＩの活用やデジタル化が進んでいます。ただ

今の説明について御意見等ありませんか。 

 

ＡＩを利用できる職員とできなくて不安を感じる職員がいる

と書いてありますけれど、これは当たり前のことだと思います。 

導入初期はどこでもよく起こる課題だとは思うけれども、格差

を埋めていくために全職員への研修や活用事例が共有できるよ

うなものを作ると良いと思います。 

使える人に頼むことはやめてほしいと思います。昔から忙し

い人には忙しい仕事が回るという話もありますけれど、今は全

員使えて当たり前ではないですかね。例えば東京都や奈良市な

どに全職員向けの利用環境が整っているようなシステムを使っ

ているみたいですので、よその市町も参考にしながらＡＩを使

ってほしいと思います。 

 

事務的には信じていいのかと思うことがすごくあって、ＡＩ

でも間違うときはありますので、完全に信用しないで参考程度

に扱えば良いと思います。 

私が一番早くてすごいなと思うのは、例えばいろいろなアン

ケート調査などを入れたときに、分析がとても速いです。自分

でやってみて自分で考えることも大事ですが、ＡＩが全く的外

れの結果を出せばそれを採用しなければいいだけの話なので、

マニュアルを作るなど必要な準備をきちんとすればいいのかな

と思います。 

 

何かポスターを作りたいと思ったときにチャットＧＰＴを使

うとあっという間にできます。先ほど德川委員が言われていた
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発言者 発言内容 

 

 

 

稲田副委員長 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狩野委員 

 

 

増田委員長 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

ようなものも検討して、職員の負担軽減のため是非活用してい

ただきたいと思います。 

 

研修をするとしたら、業務時間中ですか。 

 

研修は業務時間中でなくても、やり方はいろいろあると思い

ます。高知県の黒潮町ではこういうＤＸ関係が進んでいて、そ

こではまず有志を業務外の時間に集めて勉強会という形から始

めたと聞きました。逆に、業務時間中に研修をするという方法

もあるのですが、ＤＸ推進室ができましたので、デジタルに苦

手意識を持っている職員の意識を変えるためにも、まずは研修

が必要だと思います。 

ただ、徳川委員がおっしゃったように、誤情報は確かにあり

ます。例えば「法律の根拠条文を添えて回答して」などと入力

すると、誤った条文を引っ張ってくることがあります。なぜか

というと改正前の条文がネット上にあるからで、今は改正され

てそうなっていないのにＡＩはそれを引用して回答するので、

鵜呑みにしては駄目だと思っています。 

ＡＩの回答の裏づけは確認した上で正式な書類として使うと

いことは大前提で、そういうルールがないまま使用するという

のは危ないと思いますから、そういった体制整備も踏まえて考

える必要があります。 

 

導入は賛成ですが、チェック機能はしっかりとしなければい

けませんね。 

 

 ほかに御意見がなければ、最後の提案番号 11 について説明し

てください。 

 

 (提案 11「災害対応力向上のための職員人材育成プログラム

の構築」について説明) 

【現状】 

・大規模災害が発生した場合、職員自身も被災者となる可能性

が高く、全職員が無事に参集できる保証はない。 

・時間の経過に応じて行政に求められる業務が大きく変化する

特徴がある中で、各部署に求められる役割や業務量も段階的に

変化することとなる。 
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増田委員長 

 

 

 

稲田副委員長 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

稲田副委員長 

・職員自身も被災者となる可能性を前提とした災害対応の在り

方を共有しておくことが重要である。 

【改善すべき内容等】 

・全職員を対象とした体系的な災害対応研修は十分実施されて

いるとは言えない状況にある。 

・職員間で理解度に差が生じている可能性がある。 

・自治体職員の災害対応能力の向上が重要視されている。 

・防災担当部署が業務や研修等を通じて得た知見を全庁的に共

有し、組織としての災害対応能力を高める取組が必要である。 

【改善による効果】 

・災害発生時における初動対応の迅速化が期待できる。 

・参集した職員による柔軟な対応や部署間の連携が円滑にな

る。 

・住民への対応の質の向上につながり、行政体制の強化が期待

できる。 

【提案する改善策等】 

・職員向けの災害対応人材育成プログラムを構築する。 

・町内の状況を理解した立場による実用的な研修を実施する。 

・新規採用職員への防災研修の取組なども効果がある。 

災害対応力の向上には人材育成、実践訓練などを強化するこ

とが必要であり、全職員が一定レベルの災害対応能力を持つた

めには、防災専門人材の育成、実践的訓練の反復、デジタル技

術の活用などにより、平時から災害に備える組織づくりが必要

だと思います。 

 

これについても役場内部で検討する案件ですが、職員の災害

対応能力は住民にとって無関心ではいられませんので、ただ今

の説明について御質問等があればお願いします。 

 

 各部署ごとのＢＣＰはあるのですか。 

 

全体のＢＣＰはありますが、部署ごとの細かいものはないと

思います。提案者は、災害時には職員全員が来られるわではな

いから他部署の役割もできるように、皆で災害対応能力を高め

ておこうという提案だと思います。 

 

災害時の被害の現地確認の部署というのは、例えば建設課と
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発言者 発言内容 

 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内田委員 

 

 

 

 

 

狩野委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

稲田副委員長 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

稲田副委員長 

 

かにするとその職員が参集できなければ見に行けない可能性が

ありますよね。ですから、そのエリアに住んでいる職員が確認

に行くのが一番確実ではないでしょうか。 

 

地域ごとでいいますと、各支所の職員がそのエリアをまずフ

ォローしますので、本部としては本庁の建設課が担当だったと

しても支所の職員が対応することもあると思います。 

私はあまり防災対策の内容に詳しくないのですが、役場だけ

でなく消防団などと普段から災害の現地確認をした画像を共有

するようなシステムがあるかもしれません。以前はそれを LINE

でしていたらしいですが、今は別の専用ツールを使ってやって

いる可能性がありますので、そういった地域の力や自主防災組

織の力を借りながら、いざ災害が起きたときには報告が集まる

ような体制をとっている可能性はあります。 

 

地区の防災対策には相当な格差があるそうですが、海岸端は

避難訓練などを結構厳しくやっていました。夜間避難訓練もや

っています。 

住民の中には、防災グッズの購入に補助があることを知らな

い人もいるのではないでしょうか。 

 

 地域ごとに避難訓練の実施状況を競わせたら面白いかもしれ

ませんね。 

職員は、自分たちが被災しながら地域住民にどうやって力を

貸すかというところが問題になっていくわけですよね。石川県

の正月の地震の時も、自分も被災しながら地域の人を助けたり、

今回の熊本地震もそういう人がいましたので、愛南町もそうな

るのでしょうけれど、そのときに具体的に自分はどうするのか

を考えておくことが大事ですね。 

 

職員の安否確認ツールはありますか。 

 

特にないです。自分たちで連絡用の LINE グループを作ったり

はしているかもしれませんが、専用の連絡ツールはありません。 

 

そういうものがなければ、誰をどこに派遣するかなどを決め

られないと思いますけれどね。 
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発言者 発言内容 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

 

稲田副委員長 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

増田委員長 

 

全委員 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

全委員 

 

増田委員長 

 

 

 

(事務局)本多課

長補佐 

 

 

実際には役場にたどり着けないということが起こり得ると思

いますので、そうなったときに、どう連絡を取るのか、集まっ

た職員だけでどう対応するのかは考えておく必要があります

ね。 

 

 セコムが提供する専用ツールがあって、私たちはそれを使っ

ています。安否確認の機能もあれば、例えば扶養親族の申請ツ

ールなどもあって、多機能で使えるツールですよ。 

 

そうですか。参考にさせていただきます。 

 

 

 ほかに御意見はありませんか。 

 

 (意見なし) 

 

すみません委員長。既に長時間にわたっていますので、議事

の(４)以降は第２回の委員会で協議させていただいてもかまい

ませんか。 

 

(了承) 

 

それでは、(４)からは次回の第２回での協議ということで、

本日の協議は終わりとします。ありがとうございました。 

最後に、事務局から連絡はありませんか。 

 

(第２回委員会の日程調整について説明) 

次回は提案内容の担当所属の意見を含めた資料を用意して協

議していただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いし

ます。 

 

 (閉会) 

 


